〈緊急調査〉
2018年7月20日総務省通知後の貴自治体の対応について
該当する項目に〇をお願いいたします　
設問1　通知後に規則等の改正を行いましたか
　　➀　規則改正した（施行日　　月　　日）
　　②　既に通知以前から総務省通知と同じ規則が制定されている
　　③　規則の改正はしていない
設問2　設問1の③の場合、改正していない理由はどのようなことですか　
➀　既に通知と同趣旨の規則等が制定されている　
②　現在、規則改正を検討中である　
③　運用ですでに実施しているので、規則改正の予定はない
④　通知と同趣旨の規則はないが、規則を改正する必要はない　
➄　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　
設問3　設問1の➀・②、設問2の➀と回答した場合、改正内容等の関係部署や臨時非常勤職員等への周知について（複数回答可）
➀　関係部署には周知している　
②　臨時非常勤職員等には周知している　
③　今後、周知を予定している　
④　周知は考えていない　
設問4設問１で➀と回答された場合、条例改正前の事案は公務災害申請ができますか
①
改正前も対象となり、申請できるよう取り扱う
②
改正前は対象とならず、申請できない
③
対応を決めていない
〇臨時非常勤職員の労働安全衛生に関する当会の提言（裏面）について、ご意見をいただければ幸いです。
ご意見：
NPO官製ワーキングプア研究会の提言
研究会では、以前より、臨時・非常勤職員等に対する公務災害補償制度の格差や差別的取り扱いの改善を求めてきましたが、改めて、調査結果を踏まえた提言を行っています。
〇抜本的な法改正
地方公務員災害補償法の改正よって国家公務員と同様に補償制度等の一元化。
当面の措置として、臨時非常勤職員等を労災保険対象にすることも考えられます。
〇自治体に対して
（1）条例や施行規則の点検を行い、被災職員や遺族等からの申請（申し出）ができるよう総務省通知にそった施行規則の改正を行い、周知徹底と適正な運用を行うこと
（2）職員安全衛生管理規則等の点検と見直しによって、臨時非常勤職員等を規則等の適用対象から除外しないこと
臨時非常勤職員等を委員に選出、職場実態に合わせた安全衛生委員会構成にすること
（3）被災日から休業補償を8割にする規則等が未整備な自治体は規則等の制定を行うこと
（4）常勤職員並みの公務傷病休暇制度を臨時非常勤職員等にも適用すること
（5）臨時非常勤職員等も常勤職員と同じように公務を担っており、死亡、障害見舞金（賞慰金）制度から排除しないよう点検と運用改善を行うこと
　
